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○銚子市空き家リフォーム事業補助金交付要綱 

 

令和７年３月３１日 

告示第２２号 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の空き家を購入し、又は賃借した者の移住及び定住について、当該

空き家を有効に活用することにより促進するため、当該空き家のリフォーム工事に要する経

費に対し、予算の範囲内で銚子市空き家リフォーム事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付するにあたり必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 ⑴ 空き家 建築物又はこれに附属する工作物であって、居住その他の使用がなされていな

い状態が１年以上継続している専用住宅（専ら居住の用に供する家屋をいう。）又は併用住

宅（その一部を人の居住の用に供する家屋のうち、人の居住の用に供する部分の床面積の

当該家屋の床面積に対する割合が４分の１以上であるものをいう。）として使用されていた

ものをいう。 

 ⑵ リフォーム工事 住宅の機能の維持又は向上を目的とした増築、改築、修繕又は模様替

（第３条第６号において「増改築等」という。）のために行われる工事（別表対象の項及び

一部対象の項に掲げる工事（同表対象外の項に掲げる工事を除く。）に限る。）をいう。 

 ⑶ 下水道接続工事 公共下水道に接続する工事及びこれに付随して行う排水設備工事をい

う。 

 ⑷ 市税等 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１条第１項第１４号に規定する地方

団体の徴収金であって、市が徴収するもの並びに銚子市下水道条例（昭和５８年銚子市条

例第１２号）第１４条に規定する使用料並びに銚子市公共下水道事業受益者負担に関する

条例（昭和５８年銚子市条例第１３号）第５条第１項に規定する受益者負担金及び同条例

第６条第１項に規定する分担金をいう。 

 ⑸ 市内施工業者 リフォーム工事を施工する事業者のうち、本市の区域内に本店又は主た

る事務所が所在する法人及び本市に居住し、かつ、本市の住民基本台帳に記録されている

個人をいう。 

 ⑹ 空き家バンク 銚子市「空き家バンク」設置要綱に基づく空き家バンクをいう。 

 ⑺ パートナー 申請者と同居する婚姻関係にある者、婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者及び婚姻の予約者をいう。 

 ⑻ 浄化槽 浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条第１号に規定する浄化槽（浄化槽

法の一部を改正する法律（平成１２年法律第１０６号）附則第２条の規定により浄化槽と

みなされるものを含む。）をいう。 

 ⑼ くみ取便所 し尿を便槽に貯留し、定期的にくみ取って処分する方式の便所（簡易水洗

便所（泡又は少量の水を利用してし尿を便槽に貯留し、定期的にくみ取って処分する方式

の便所をいう。）を含む。）をいう。 

 （対象空き家） 

第３条 補助金の交付の対象となる空き家（以下「対象空き家」という。）は、次の各号に掲げ

る要件の全てに該当するものとする。 

 ⑴ 申請日において空き家であること。 

 ⑵ 空き家を購入し、又は賃貸借の契約を締結した日から２年以内であること。 

 ⑶ 補助対象者（補助金の交付を受けることができる者をいう。以下同じ。）の居住の用に供 

  するもの（別荘の用に供するものを除く。）であること。 

 ⑷ 昭和５６年６月１日以降に建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条に規定する

確認を受けて建築されたもの又は昭和５６年５月３１日以前に着工されたもので、耐震性

能を有しているものであること。 
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 ⑸ 公共事業による補償の対象となっていないこと。 

 ⑹ 過去に、増改築等のための財政的支援（耐震診断、耐震改修及び福祉目的によるものを

除く。）を市から受けていないこと。 

 ⑺ 下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第８号に掲げる処理区域（以下「下水道処

理区域」という。）にあっては、下水道接続工事が完了し、又は銚子市下水道条例第７条第

１項に規定する下水道事業管理者の確認を受けていること。 

 （補助対象者） 

第４条 補助対象者は、次の各号に掲げる要件の全てに該当するものとする。 

 ⑴ 対象空き家に、当該リフォーム工事の完了の日から起算して１０年以上居住し、かつ、

その生活基盤を本市におくことを誓約すること。 

 ⑵ 申請日から起算して過去３年間に本市の住民基本台帳に記載されたことがないこと。 

 ⑶ 申請者及び申請者と同居する者が、市税等を滞納していないこと。 

 ⑷ 補助対象者以外の者が当該住宅を所有している場合にあっては、当該所有者が市税等を

滞納していないこと。 

 ⑸ 銚子市暴力団排除条例（平成２４年銚子市条例第１号）第２条第１号に規定する暴力団

又は同条第２号に規定する暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

 （補助対象事業） 

第５条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、対象空き家に居

住することを目的として行うリフォーム工事で、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。 

 ⑴ 交付申請の日の属する年度の２月末日までに完了する見込みであること。 

 ⑵ 対象空き家において、市内施工業者による２０万円以上の費用を要するリフォーム工事

を実施すること。 

 （補助対象経費） 

第６条 補助金の交付の対象とする経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業に

要する費用（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）とする。 

 （補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の額に３分の２を乗じて得た額（その額に１，０００円

未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）とし、２０万円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当するときは、補助対象経費の額に３分の２を乗

じて得た額（その額に１，０００円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた額）を

超えない範囲において、それぞれ当該各号に定める額を加算するものとする。 

 ⑴ 対象空き家が、空き家バンクに登録された物件である場合 １０万円 

 ⑵ 申請日において、補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）の属する 

  世帯の同居者に当該年度の４月１日において１８歳未満の子供がいる場合 １０万円 

 ⑶ 申請者の属する世帯の同居者にパートナーがいる場合で、申請者及びパートナーの申請

日における年齢の合計が８０歳未満の場合 １０万円 

 ⑷ 対象空き家が銚子市立地適正化計画（都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）

第８１条第１項の規定により定められたものをいう。）第３章で定める居住誘導区域内に存

在する場合 ５万円 

 ⑸ 下水道接続工事を行う場合 次に掲げる区分に応じ、それぞれに定める額 

  ア 浄化槽を廃止して行う場合 ３万円 

  イ くみ取便所を廃止して行う場合 ５万円 

 （交付申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、リフォーム工事を実

施する前に、銚子市空き家リフォーム事業補助金交付申請書（別記様式第１号）に次の各号

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 申請者及び同居する者の戸籍の附票の写し（本市の住民基本台帳に記載された日から起

算して過去３年以上市外に住所を有していることがわかるものに限る。） 

 ⑵ 誓約書兼同意書（別記様式第２号） 
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 ⑶ 申請者が対象空き家の所有者以外の者である場合にあっては、補助対象事業に関する同

意書（別記様式第３号） 

 ⑷ 土地又は建物の登記事項証明書その他の住宅の所有者が確認できる書類 

 ⑸ 不動産売買契約書の写し又は不動産賃貸借契約書の写し 

 ⑹ 前条第２項第３号に該当する場合において、パートナーが婚姻関係にある者以外の者で

あるときにあっては、事実上婚姻関係と同様の事情にある者等であることの申立書（別記

様式第４号） 

 ⑺ 申請者が当該住宅の所有者以外の者である場合にあっては、申請者と当該所有者との関

係が確認できる書類 

 ⑻ 当該補助金を受けて、下水道接続工事を行おうとする者にあっては、下水道事業管理者

の確認を受けていることを証する書類 

 ⑼ 住宅の位置図 

 ⑽ リフォーム工事実施前の工事箇所の写真 

 ⑾ リフォーム工事に要する費用の見積書の写し 

 ⑿ リフォーム工事の内容を明らかにする図面 

 ⒀ リフォーム工事について建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定

により同項の建築主事の確認が必要となる場合にあっては、同項又は同法第６条の２第１

項の確認済証の写し 

 ⒁ その他市長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに補助金の交付の可否を決定

し、銚子市空き家リフォーム事業補助金交付（却下）決定通知書（別記様式第５号）により

申請者に通知するものとする。 

 （変更申請等） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）を受けた者（以

下「受給者」という。）は、交付決定に係る申請の内容を変更しようとするときは、銚子市空

き家リフォーム事業補助金交付申請内容変更承認申請書（別記様式第６号）に次の各号に掲

げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、市長が提出する必要がないと認

める書類は、省略することができる。 

 ⑴ 変更の内容を明らかにする書類 

 ⑵ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、速やかにその可否を決定し、銚子市空き

家リフォーム事業補助金交付申請内容変更承認（却下）決定通知書（別記様式第７号）によ

り受給者に通知するものとする。 

３ 受給者は、リフォーム工事を中止したときは、速やかに銚子市空き家リフォーム事業中止

届出書（別記様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第１１条 受給者は、リフォーム工事が完了したときは、速やかに銚子市空き家リフォーム事

業補助金実績報告書（別記様式第９号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。ただし、市長が提出する必要がないと認める書類は、省略することができ

る。 

 ⑴ リフォーム工事に係る契約書又は請書の写し 

 ⑵ リフォーム工事に要する費用の領収書の写し 

 ⑶ リフォーム工事実施後の工事箇所の写真 

 ⑷ 第８条第８号の規定により下水道事業管理者の確認を受けていることを証する書類を提

出した場合にあっては、下水道事業管理者から受領した排水設備等の設置が完了している

ことを証する書類 

 ⑸ 第８条第１３号に規定する場合にあっては、建築基準法第７条第５項又は第７条の２第

５項の検査済証の写し 

 ⑹ その他市長が必要と認める書類 
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 （補助金の額の確定) 

第１２条 市長は、前条の規定による報告があったときは、交付すべき補助金の額を確定し、

銚子市空き家リフォーム事業補助金額確定通知書（別記様式第１０号）により受給者に通知

するものとする。 

 （交付請求） 

第１３条 前条の規定による通知を受けた受給者は、補助金の交付を請求しようとするとき

は、銚子市空き家リフォーム事業補助金交付請求書（別記様式第１１号）を市長に提出しな

ければならない。 

 （交付決定の取消し等） 

第１４条 市長は、受給者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定を取り

消し、又は交付決定の内容を変更することができる。 

 ⑴ この要綱の規定に違反したとき。 

 ⑵ 交付決定のあった日から１０年を経過する前に居住を解消し、又は対象空き家を自己の

居住以外の用途に使用したとき。ただし、やむを得ない事情があると市長が認めた場合を

除く。 

 ⑶ 第１０条第３項の規定による銚子市空き家リフォーム事業中止届出書の提出があったと

き。 

 ⑷ リフォーム工事が、交付決定のあった日の属する年度の２月末日までに完了しないと

き。 

 ⑸ 偽りその他不正な手段により交付決定又は補助金の交付を受けたとき。 

 ⑹ その他市長が必要と認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消し、又は交付決定の内容を変更したときは、

銚子市空き家リフォーム事業補助金交付決定取消（変更）通知書（別記様式第１２号）によ

り受給者に通知するものとする。 

 （返還） 

第１５条 市長は、前条第１項の規定により交付決定を取り消し、又は交付決定の内容を変更

した場合において、既に交付した補助金があるときは、当該補助金の全部又は一部を返還さ

せることができる。 

 （補則） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 別表（第２条第２号関係） 

区分 工事等の内容 

対象 既存住宅の増築工事及び一部改築工事 

浴室、台所、洗面室又はトイレの改修工事 

給排水衛生設備工事、給湯設備工事（高効率給湯器設備工事は除く。）、換気設備工

事、電気設備工事及びガス設備工事（他のリフォーム工事に伴う撤去、設置、移設、修

理、取替え及び新設並びに住宅の外部における配管工事及び配線工事を含む。） 

屋根のふき替え、塗装工事及び防水工事（屋根回りの修理を含む。） 

外壁の張り替え及び塗装工事（外壁回りの修理を含む。） 

間仕切りの変更工事 

床、内壁又は天井の張り替え及び塗装工事その他の内装工事（床暖房工事を含む。） 

床、外壁、窓、天井又は屋根の断熱工事 

ふすま紙及び障子紙の張り替え並びに畳の取替え（表替え及び裏返しを含む。） 
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雨どい等の取替え及び修理 

建具又は開口部の取替え及び新設工事 

造作家具工事（大工工事が伴うものに限る。） 

バリアフリー改修工事（手すりの設置、段差の解消、廊下幅の拡張、エレベーターの設

置その他これらに類する工事をいう。）（市が実施する他の助成制度を利用する場合を

除く。） 

雨水浸透ますの設置工事 

雨水タンク設備の設置工事 

下水道接続工事（全ての雑排水を公共下水道に接続する場合に限り、市が実施する他の

助成制度を利用する場合を除く。） 

合併処理浄化槽工事（市が実施する他の助成制度を利用する場合を除く。） 

一部対象 既存住宅の解体工事（他のリフォーム工事に伴う場合を含み、解体工事を単独で行う場

合を除く。） 

対象外 店舗、工場、事務所、車庫、物置、倉庫その他の住宅以外の部分の工事 

門扉、ブロック塀、舗装等の外構工事 

植栽、せん定等の植栽工事 

太陽光発電システム設置工事 

防犯ライト又は防犯カメラの設置工事 

カーテン、ブラインド等の取替え及び設置工事 

電話、インターネット又はテレビアンテナの設置工事及び配線工事（他のリフォーム工

事に伴う部分の配線工事を除く。） 

エアコン、その他の電化製品、暖房器具又は家具の購入及び設置工事 

消防用設備又は防災用品の購入及び設置工事（火災報知機及びガス漏れ警報器を含

む。） 

シロアリ駆除その他の防虫又は消毒を目的とした薬剤の散布及び塗布 

ハウスクリーニング及び排水管等の清掃 

公共工事の施工に伴う補償費の対象となる工事 

その他市が実施する他の助成制度を利用する工事 

 

 

 

 

 

 

 

 


